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行政型ＡＤＲが行う消費者相談

一公正な取引を導く消費生活相談員の役割一

宮園由紀代

１．はじめに

公j[な取り|とは、契約において、梢41者と事業者が対辨な立場で内容を判断し、意思決定できるよ

うな取り|である１．そこには、illjY1者が商,W,やサービスを合HlI1的に選択できるだけの十分な情報と、

提供された情報をもとに合理的な判断をして行動できる洲1者の能力が必要とされる。公jliな取引を

実現するためには、公的機関がり`業者や１１１洲者に指導及び蝿Iljllをする方法や、事業肴や消費者が、合

理的な判断能力を身につけ行動することがある。

また、消費者とりi業者の間に朱じた民事紛争を、ここでは、消費者紛争と呼ぶが、生じた消ＩＭＩ者紛

争から公l[な取り|が行われていないことがMji在化する。紛争を抱えた消費者は、相談プロセスによっ

て十分な情報を提供され、公正な取り|について理解し、その原理原【111に従い意思決定を行い、選択す

ることができるようになるのである甥。そして消費者紛争の解決を支援する手続には、当事者問の自

主交渉や、第三者機関の介入による話し合いや、裁判などがある。

第三肴機関による紛争解決支援手続として設置されている裁判外紛争解決手続（Alternative

DisplltcResolution以下ＡＤＲと示す）には、行政が介入する行政型、事業者団体や消澱者団体や弁護

士会等が介入する民間型、裁判所で行われる民事調停などの司法型の手続がある。このうち、本稿で

は、ｉｌ１ＹＩｌ生活センター及び市町村のＩＭＵ者行政担当部門が'１M与・する行政型ＡＤＲを検討の対象とする。

ADR法に規定されるＡＤＲには、：刑ｉ者illlの話し合いを促進し、解決案を提示するなど、強制力を伴

わずに、節三者として解決を文援するあっせんや調停という調艦手続と、ＡＤＲ手続で提示された解

決内容を当事者に強制できる裁定手続がある。第三者が一力当邪者に交渉・解決のための助喬や援助

を与える村1談（純粋ｌｉｌ）や、iilii刑`者間の単なる取次ぎを行う１$実上のあっせんである相談（応用

型）は含まれないのである３．梢YY生活センター等の相談には、梢fll者への情報提供を行う助言と、

相談貝が当事者の繭し合いに介入するあっせんとがあるが、水稲では、行政型ＡＤＲが行う消ＭＩＩ者相

談を検討対象とするために、ＡＤＲ法の定義に従い、あっせんの際の相談員の役制を検討する。ただ

し、相談｣1初から助言のみで終わることがlﾘ1確な場合は少なく'、あっせんを想定して、相談者の話

を聴き、契約譜などの資料を詳細に確認するという対応がとられる。そのため、あっせんに至らない

助言のみの|M談（純粋型）であっても、林|談背の苦情を１１業苦に単に111(b次ぐという札ｌ談（応111型）

であっても、ＡＤＲ下統実施者とli1様な能力が必要とされるであろう。

梢{靴ii1i相談において、相談し｣は、（Ｍ１談者の話を聴き収}〕、当該ﾘｷﾞ案に必要な怖報を提供しよう

とし、(2)ｲ'1談者と共に解決案を考え、③時には、第三者として、リト業者への苦情の取次ぎ、解決に向

けた交渉や、ilIjYIl肴と事業者のiii[；し合いの促進、解決案の提示などのあっせんを行う５゜このような
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相談プロセスは、il1YU者に情報を提供するだけでなく、梢llll者の考えや行動に何らかの影瀞を及ぼす

であろうと考えられる。

国民生活センターが2007年lljjに消費生活相談員を対象に行った調盗では、自由回答方式で、現場

の相談貝の様々な意几を取り」Ｌげているii･あっせんが消費者に及ぼす影響について、「相談者の自立

に任せるか、あっせんをどこまでするかの判断で困っている｣、「社会的な正義感から始めたが、逆に

消費者の自立を妨げエゴを助焚させているのではないかと杷憂する」などと、あっせんをすることが

消費者自身の判断能力や解決能力を弱くさせるのではないかという声もある。あっせん方法について

は、「あきらかに悪質である販光方法には行政指導できればよいと思う｣、「事業者と対立する関係で

はなく、互いによりよい万|ｲﾘﾍ進むための知恵を１１}すことが必要ではないだろうか」と、センターが

指導的になる場合と、両当り;肴が協調的になる場合が見られる・

消費者相談の現場においては、一般に、アンケートに見られるように、あっせんは消費生活セン

ターが紛争の解決を導くために、消費者の力を弱くすると思われる傾ｌｉ１ｊにある。確かに、相談現場の

実情としては、あっせんを行うことで、センターに交渉から解決内容の決定まで任せてしまう消費者

も存在する。しかしながら、あっせんにより、消費者が相談貝や相手P1f業者と対話をする過程で、自

ら紛争を考え、行動していく強さを高めていく梢ＩＨＩ者も少なからずいるのである。全てをセンターに

任せてしまう消費者と、自ら考え行動する消費者との違いは、その梢ＩＨＩ者の特質によるものだけでな

く、相談貝との相瓦作)|]の違い、つまり、あっせん方法の逆いにも依拠するのではなかろうか。

また、梢llIi者法の領域では、消費者には、賢く合理的判断のできる消費者像と、弱く合理的な判断

ができない消費者像がある７と考えられている。事業者と消費者間の情報格差に付け込んだ攻撃的な

勧誘によってもたらされる心EI1的な影戦から、賢く合理的な梢賢者も１１棚者紛争を抱える！$ことが少

なくない。そのため、梢ＩＨＩ生活センター等に自分の問題の解決を全ｉｎi的に委ねたいと思う消費者ばか

りではなく、自分で解決したい、自分の納得いく解決を目指したい9という消llll者も存在する。その

多様化したニーズにセンターでのあっせんも対応する必要がある。

あっせんによって、消費者が自ら解決を目指すことができれば、その梢Illl者は合理的な判断をし、

行動する能力を身につけることになるので、公正な取引を行うことのできる梢llll者になると推測され

る。また、2005年に１１１されたil1lilY者基本計画では、消費者の自立を支援することが述べられているＩＣ

が、消費者が、個別の苦情のあっせんを通じて、事業者の言い分や、公的な立場の人の考えを知り、

一般的な問題への関心が育っていくということは、自立よりもむしろ、消費者が様々な立jilliや状況を

考慮して行動するという自律性を身につけることになるといえるだろう。

本論文では、公lEな取引の爽現のために、あっせんが梢llIl者と事業肴に多様な影響を及ぼすであろ

うという問題意識の』&に、梢ＭＭ２活センター等が行うあっせんについて考察する。まず、２章で学説

や消費生活相談の現状を参考にしながら、あっせんが公正な取り|の実現に貢献できる可能性を明らか

にし、３章で、メデイエーション（mediation）に関する研究を基に、jl;Ⅱ談貝のあっせんモデルを提

示し、相談貝の連続する複数の役割について考察した。そして、４章で、それまでに検討してきた相

談貝の役割を効果的に果たすために必要とされる相談員の能力の確保がどのようになされているのか

について取り上げる。
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２．消費者相談におけるあっせん

あっせんについて検討するには、まず、行政型ＡＤＲによる消費者相談の目的を押さえておく必要

がある。消費者基本法25条において、国民生活センターの役割の一つとして、「消費者と事業者の間

で生じた紛争の合意による解決を図る」ことが規定され、2009年に公布された消費者安全法第10条に

より、消費生活センター（以下、センターと示す）の設置が規定された。また、消費者紛争の特性か

ら、当事者間の格差を調整しつつ、適正妥当な解決を図るという政策的必要性があり、他の同種紛争

にも適用可能な解決指針の提示を行うという公益的な側面もある['。つまり、消費者相談のゴールは、

紛争を抱えた当事者の問題解決を支援することと、適正妥当な解決を一般化させるという社会正義の

実現があるといえる。さらに、相談は消費者教育となるという視点から、消費者と相談担当者が共に

学ぶことや、個々の問題から一般的な問題へと視点を広げるという消費者の自律を支援することもあ

る'2゜ここでは、問題解決、社会正義、自律支援という目的を踏まえて、あっせんについて検討する。

（１）あっせんのために配慮すること

あっせんは、合意による解決を図るための手段として、当事者間で自主的な解決が行われるように、

助言．援助．調整などをすることに焦点が慨かれている（島野、2007）':１．ここでは、あっせんのた

めに、配慮することが期待される内容について考察する。

国民生活センターの「消費生活相談入門マニュアルと（1990）では、あっせんは、相談者の希望す

ることと、事業者の対応とのくい違いを、消費者保護の観点から調整すること、そして、関係法令、

判例や相談事例の先例などを参考に、全てのことがらを総合的に判断して結論を出すことが述べられ

ている燗。この場合、法的問題への配慮が必要となる。特に、事業者の詐欺的要素が強い悪質なもの

や、消費者の権利を当事者が十分に理解していないことに起因する紛争には法的問題への配慮が大き

くなる。

また、一般に、紛争には当事者の感情の問題が大きい。紛争を抱えた当恥者は、怒りや悲しみや悔

しさなどの否定的な感情を持つことが多く、その感情が肯定的な感情に変化することが紛争解決の一

つだと考えられる。そのため、消費者紛争の解決支援をする際には、当事者の感情という側面にも配

慮することが必要である。民法学者である大村（2007）は、相談者の感情の側面から紛争処理を捉え

ている。彼は、「相談者は、自分の権利を主張し紛争を自分にとって有利に解決するためだけで相談

するのではなく、「自分の悩みを分かってほしい｣、「自分の思いを正当なものと認め共感してほしい』

という動機によってセンターに相談するという側面もあるため、相談の目標は、損害の物理的な補填

のみではなく、むしろ危機にさらされた了意味の回復ｊが重要である」と指摘する１５。法的要件ばか

りに焦点が当てられ、当事者の感情が配慮されなければ、たとえ、両当事者間に合意が成立したとし

ても、その合意は妥協したものであり、紛争の真の意味が解決していない。その結果、将来新たな紛

争を生じる可能性も考えられる。そのため、あっせんには法的問題だけでなく、当事者の感情にも配

慮が必要であろう.

そして、紛争の解決内容は、必ずしも金銭的なものだけでなく、事業者の説明や謝罪、業務改善な

どが期待されることもある。さらに、契約の継続が望まれることや、いったん契約を解消したとして

も将来再び契約するなど、紛争にある消澱者と事業者の関係の継続が必要な場合もあるため、両者の

関係性にも配慮が必要である。
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さらに、あっせんは、消費者と事業者の話し合いによる合意を目指すものであるから、両当事者か

らセンターと相談員が信頼を得ていることが前提となる。細川（2004）は、具体的なあっせん交渉に

おいて、事業者から支持され、社会的に妥当な判断をしているという信頼を得なければ、ＡＤＲとし

て機能しえないことを指摘している'`・国民生活センターの相談処理要綱では、「公正な処理」として、

｢法令及び社会通念に準拠し、適正な手続に従い、中立的立場を堅持すること。あっせんを行う場合

は、苦`情の申出者又はその相手方に対し説明又は問合せの機会を均等に与えることも留意して処理を

行うこと」と明記されている。相談員が消費者の代弁者として、消費者の利益だけに関心を持ち事業

者と敵対するならば、あっせんの場で事業者の信頼を得ることは困難になるのである。

ただし、相談員の中立性を考慮する際には、両当事者から等距離で、かつ法規範や実定法秩序、裁

判などの準拠性によって担保されるものであると考えられている従来の法的紛争処理における中立性

とは、違った中立性が存在することを認識しておく必要がある'7．ＡＤＲにおける第三者の中立性は、

両当事者の関係性を考慮することが必要とされるため、単純に両当事者から等距離を保持する構造的

中立も、法やルールに基づく中立的な裁断が、必ずしも適合的とはならない場合も考えられるのであ

る'８。従って、あっせんの際には、法的問題や商業的利益のみならず、当事者の関係性やコミュニ

ティの利益など総合的に配慮することが必要となるであろう。

以上のように、あっせんには消費者の権利'9実現を考慮した法的問題や感,情の問題、両当事者の関

係性、コミュニティの利益、中立性などへの配慮が求められている。

（２）あっせんにおけるセンターの働きかけ

消費生活センター等における相談にはい①消費者利益の現実的確保を目指した紛争介入という後見

的`性格の強い機能と、②当事者間の主体的交渉機会の拡大および自主的合意形式の促進という機能

(守屋、1993）２０がある。つまり、センター等が総合的に判断をして行う側面と、消費者自身と事業者

の決定を尊重する側面という異なった面を持つ複合的なものであるＣここでは、センター等が総合的

に判断して行う形を積極的関与、当事者の決定を尊重する形を自律支援と定義し、２つの側面から検

討する。

①積極的関与

行政型ＡＤＲの積極的な紛争関与とは、センターが消費者の利益の確保を目指し、消費者の権利を

実現しようと働きかけるものである。この場合、センターは、消費者の権利実現という視点で、適切

な解決内容を消費者と事業者に導き、合意を形成する機能を担う2'。つまり、センターが指導的な態

度であっせんを行う傾向になる。

また、消費者と事業者の直接交渉では話し合いに応じようとしない事業者であっても、センターが

介入すれば、話し合いに応じる場合も少なくない。さらに、消費者も事業者も第三者であるセンター

を納得させることのできる理由づけを行う必要に迫られるために、それ以前に比べると交渉が合理性

に訴えるものになる（大村、2007）こともある望。消費者相談の現状をふまえると、悪質性が高いも

のや、高齢者や障害者や経済的困窮者など自主的な交渉が困難だと考えられる脆弱な消費者について

は、積極的な関与が望まれるであろう塗。
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②消費者の自律支援

消費者の自律とは、消費者が様々な､X場や状況を考慮して、［Ｉら意思決定をし、行動するというこ

とだと考える。ここでは、消費稀が、あっせんを通じて、公jliな取り|ができるような【]律した消費者

になることについて検討する。

消費者紛争を抱えた梢ＩＨＩ者は、１１１分に起こった問題に|水1惑し、ｌｌｌｕ１ｌ１心的になることが少なくない。

そのため、*１１千ﾘﾄﾞ業粁とのＪ１:１１瓦作111から、消費者も事業者Ｍｆ疋的で破壊的にな}〕、111己弁護し、相

手に対して猫疑心やｲ（｛『i感を示すようになる３１．このようなilliYM背が、柑談プロセスで、冷静にな}〕、

自分に起こっている問題や自分の権利や義務を理解し、自己意識がIﾘ]砿になれば、IL1律性が高まるこ

とがあＩ)得る。そして、消費者IL1身が解決に関する意思決定することが1J能となり、さらに、相手事

業者を理解することも111.能となるであろう。

国民生活センターの「梢１１１生活jl;１１談入門マニュアル」（1990）においても、rilljYli生活柑談を通じて

…自分と社会とのllUわり方を強く葱識するようにな})ます。苫hYがうまく解決されたかどうかにかか

わりなく、梢{州は、lilじような不満を持っている人の存在、１１$業肴の言い分、公的な立場の人々の

考え方を知り、個別の商品・サービスの問題だけでなく、それをとりまくさまざまな諭制度の問題点

にも関心がlfqけられるようにな')ます゜個別の苦情を通じて、i11jYll荷に、一般的なUU心が育っていけ

ば、それこそが、公的機関が行う梢ｌｌｌ者教育の本当のねらいということができるでしょう」と示唆し

ている野。あっせんは、１１j業者と机談肴のﾄ１１瓦作用であるので、紛争･jlll下であるﾘﾄﾞ業苛にも社会との

関わりを強く懲搬し、他人へのｆＩｌ１解を深めることもあるといえよう。

ここであげたセンターの働きかけは、別個に果たされるものではない。積極的な|刈与の過程を消費

者と共有することでil棚者が自律したiiljfY者に変容することにもつながる。また、梢Y1巻の自律支援

がうまくいかなくなれば、積極的関与をする場合もある。つまI)、あっせんにおいて、センターの積

極的関与や梢Yll者のＩＬ１律支援という働きかけは、相互に関述し述統して起こるのである。

２章では、あっせんの際に配Ｎｉ〔すべきlll1題とセンターの働きかけについて検討した。あっせんには、

当事者の椛利実現を考慮した法的1111題や感情の問題、両当斗i背の'1Ｉ係性、コミュニティの利益、中立

性などへ配感しながら、穂極的なllU1j･だけではなく、消費者を｢I↑|こさせていく複合的かつ連続的な働

きが必要である。その背餓には、公jliな取引の実現があI〕、３f;Tでは、その実現に貢献する相談員の

役割モデルについて考察する。

３．消費生活相談員の役割

２章で述べたあっせんの複合的・連続的な働きかけは、当り$肴である梢llll者やﾘﾄﾞ業肴のみならず、

相談員においても、あっせんへの迷いや誤解を生じる恐れがあるだろう。そのため、あっせんが公正

な取引を導くという視点で、相談貝の役割を明確にする必要がある。ここでは、野?|i者ｌｉ１ｌ:が合意に

達することを第三者が支援する手続として、欧米で展開されているメディエーション（nuediation）

に関する研究を参考にし、メデイエーターに関する学説を雌に飛背の相談貝としての経験も踏まえて

考察したい。モデルの分析にあたＩ)、２章で述べたあっせんの際に配噸すべき|Ｍ１題と、センターの働

きかけを関連させる必要があると考える。ここでは、問題定義とメディエーターの役割を関連させ、

その役割の連続性をiiii提にして、メディエーターの対応モデルを考察したRiskill（1994,2003）の考

察動が有用であると思われる。
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彼は、紛争の問題定義は、図ｌのようにｉ）法的問題（Litigationlssues)、ｉｉ）商業的利益

(Busmesslnterests)、ｉｎ）個人的・職業的・関係的利益（Personal/Professional/Relationallnterests)、

iv）コミュニティの利益（CommumtyInterests）へ拡大されると示した。

図１：問題定義の連続性

(出典：Riskin 2003）

、

商業白勺

利益

、

個人的・

職業的.

１Ｖ

コミュ二二ティの

利益

限定的 拡大的法的問題

對係的利益

メディーター・オリエンテーションモデル

(出典：Riskin2003）
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さらに、メディエーターの役割には、メディエーターが当事者に指導するという（djrective）場合

を評価型、メデイエーターが当事者から情報を引き出すという（eucitive）場合を促進型と示した。

そして、図２で示すように、メデイエーターの役割と問題定義という２つの視点から、メデイエー

ターの対応モデルとして、評価型一限定的（Evaluative-Narrow)、促進型一限定的（FacⅢtative-

Narrow)、評価型一拡大的（Evaluatlve-Broad)、促進型一拡大的（Facmative-Broad）の４つのモデ

ルを列挙した。彼は、これらの４つのモデルは、別個に存在するものではなく、連続したものである

と述べている。同様に、消費者相談においても、相談員は紛争の状況やプロセスに対応して、時には

相談員が指導的になり、時には相談員が当事者から話を引き出すということを繰り返している。その

ため、相談員が持つ複数の役割も連続的な役割であることがいえる。本章では、Rjskinが提示したモ

デルを基に、筆者の相談員としての経験から実際の相談を考慮しあっせんの際の相談員の役割モデル
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を提示する。

行政型ＡＤＲの手続実施者ということを鑑みれば、あっせんの際の相談員の役割が対象となるが、

あっせんには前段階である助言も重要であるために、このモデルではあっせんを想定した助言の段階

も含めている。

（１）評価型（Evaluative）

センターが積極的に関与するあっせんの場合は、相談員が、紛争解決のために判断を下す立場にた

つことを意味する幻。つまり、問題の解決を重視するがゆえに、相談員が消費生活問題の専門家とし

て問題を定義し、解決内容を定式化するというように評価を下し、指導的対応となる傾向がある塾。

このような介入をメデイエーション分野の研究者達は、評価型（Evaluative）と呼ぶ（Bush＆

Folger,1994,2004、Roberts＆Ｐａｌｍｅｒ,2005、ＬＬＲｉｓｌｄｎ,1994,2003,2005など)。

それでは、評価型の介入者がとる行動はどのようなものだと考えられるのだろうか。RobertS＆

Palmer（2005）によれば、評価型の介入者は、規範やルールを示し、専門的な知識を持っている。そ

して、ａ）当事者問のコミュニケーションを確立する、ｂ）当事者から紛争について情報を得る、

ｃ）当事者が提供した情報を基に判断する、。）専門的知識に基づいて指示を出す、ｅ）当事者に提

示した解決案を当事者に説得するという行動をとる割。

次に、図２でRiskinが提示した評価型モデルを基に、筆者の相談員としての経験から実際の相談を

考慮して評価型相談員のモデルを提示する。

①評価型一限定的（Evaluative-Narrow）

このモデルは、指導的傾向が強く、図ｌで示す法的問題や商業的利益を重視する傾向がある。この

モデルの場合、相談員の行動は以下のようになる。

ｉ）関連文書を確認し、検討する。

ｉｉ）当事者に解決案を決めるように勧める。

iii）妥協可能な合意案を当事者に提示する。

ｉｖ）裁判結果を予測する。

ｖ）両当事者を説得する。

相談員は、法的問題や商業的利益から解決案を考えるので、法の正当性が高い当事者が勝ち、他方

が負けるというwm-loseな結果を示し、当事者を説得するのである。このモデルは、事業者と柔軟な

話し合いが難しい悪質商法の被害救済に役立つと考えられる。しかし、相談員が両当事者の利益や関

係的利益などに配慮せずに、解釈を示唆しすぎれば、当事者の反感を引き起こし、その反感（敵意）

は他当事者だけでなく、相談貝にも向かう可能性もあると考えられる（Bush＆Folger、1994)30。

②評価型一拡大的（Evaluative-Broad）

このモデルは、指導的傾向が強く、図ｌで示す個人的・職業的・関係的利益やコミュニティの利益

を重視する傾向がある。このモデルの場合、相談員の行動は以下のようになる。

ｉ）両当事者の利益に適合するような解決プロセスを進める。

ｉｉ）関連文書を確認し、検討する。
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iii）あっせんのゴールが両当事者の利益を含むことを説'ﾘ)する。

ｉｖ）弁護〒上相談を利用する場合、弁護｣２相談の後に、相談者の意見を聴く。そして、解決のため

の議論に両当事者を参加させる。

ｖ）前野勤肴に、現在の状況や今後の兄込み、ニーズや利縦についてたずねる。

ｖｉ）相談貝が両÷Li事者の利益について熟考し、それを両､'11$特に確認する。

vii）今後の予測や評価を示し、勤〈'了する。

相談貝が、両当事者に双方の利益を考えるように指導するのであるが、これは、相談貝が解決内容

を判断し評価するために、相談貝が考えるwin-will解決を相談者に指導するという結果になる傾向が

ある。そのため、解決に関する相談員の影瀞が大きく当事者の'二|律性は小さくなり、当事者自身が考

え出した解決内容とは異ってしまうことも考えられる。相談貝が当事者の紛争の意味を理解していな

ければ、相談貝の指導に従って合意が成立しても、当事者が納得しないままである錯覚の解決を生む

可能性があるだろう（Bush＆Folger、1994）釦。そのため両当事者が納得できるような解決を導くた

めには、評価型一拡大的な相談をする際の明確な基準や、’１｣立性、指導方法の適性きが愈要となると

思われる。

（２）促進型（Facilitative）

２章で述べたように、あっせんには、キ１１談を通じて、相談者が12|分と社会との関わり方を強く意識

し、他人への理解を深め、寛容ある強さを身につける、つまり、当事者が自律するというiiiもある。

これは、消費者、相手事業者、相談貝の*'1瓦作用がポジティブで建設的なものになることによって生

じるものである（Bush＆Folger、2005)。ここでは、このような相li:作用が生まれるように支援する

相談貝の役割について考察する。

紛争を抱えた当事者は、自己完結的で、相手に対して防御的で、疑い深く、敵意をもつことさえあ

る。そして、刑ｆ者の弱さや自己完結ｌＭは、相互作用により恕化し、紛争を深刻化させる。」繍者が

冷静さや落論きを取り戻し、自分の希望や要求をj1B確に相手に伝えられ、相手の主張を'１Nけるように

なれば、両当事者は、自分自身で'''１題を解決することができることに気づくことができる。このよう

な状態に消費者と相手事業者双方がなることを支援することが、メデイエーションにおけるエンパワ

メントである（Bush＆Folger、1994、小林、2006）型。そして、エンパワーされると、当リド者が相手

に対して寛容で調和的、応答的になる。その結果、当事者が自分の|］己中心性と相手の持つ正当性を

認めて、誤解に気づき、自分と相手の|1M係を再認識する。これを、当事者が相手に承認を与えるとい

う掴。

また、当酬者にエンパワメントと承認が起これば、SLi4i者のllU係は前向きで、建設的で、相互応答

的な相互作)Uへ変化する（Bush＆Folger、2005）３１゜そのプロセスで、当事者が相手に対して寛容

的・調和的・応答的になるために、当4i者自らが協調的アプローチによって問題を解決しようとする

ことが可能となる。消費者と事業者の|H1に力の格差があったとしても、両当事者がお互いに協力して

解決しようとする協調的な態度に変われば、初めにあった当Ljj:肴'１Mの力格差は減少し、共通目標達成

のため相互にパワーを高めあうようになる掴。こうなれば、イ１１談貝の介入の度合いが小さくとも、当

事者自らがI;|、作｢|]により自律した婆に変容するのである。その結果、消費者は合理的な判断能力を

身につけ、事業者は公正な取引に[|ら気づくことになる。これは、公正な取引を導くことになるであ
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ろう:齢。

このように当事者をエンパワメントし、当事者が相互に承認を与えることを目指す相談員の役割は、

当事者の交渉を促進する促進型である諭。Roberts＆Palmer(2005）によれば、促進型の介入者は、当

事者を尊重している。その行為は、ａ）当事者間のコミュニケーションを確立する、ｂ）当事者が問

題を特徴づけるような話し合いを確保する、ｃ）当事者によって、選択肢が特徴づけられ評価される

ことを求める、。）当事者が変化することを奨励する、ｅ）当事者が、合意文書を作成することを援

助するという行為がある蝿。

ここでは、図２でRiskin（1994,2003）が提示した促進型モデル調を基に、実際の相談を考慮して、

促進型相談員のモデルを提示する。

①促進型一限定的（Facilitative-Narrow）

このモデルは、相談員は当事者から引き出した話を重視し、図ｌの法的問題や商業的利益を理解す

るように働きかけ、両当事者の対話を促進するモデルである。このモデルの場合、相談員の行動は以

下のようになる。

ｉ）当事者が問題を定義することを支援し、当事者が問題を理解して、解決するように求める。

ｉｉ）当事者に強みや弱み、訴訟結果の予測、金銭や感情的な問題をたずね、当事者が双方の法的

立場や解決しない場合の結果を理解できるように支援する。

iii）相談貝が、評価や予測や提案をしない。

当事者が問題を定義するので、当事者の感情や価値に焦点が当てられやすい。さらに、解決内容に

は、法的問題や商業的利益も重視される。そこで、相談員は、当事者が法的問題や商業的利益を考慮

できるように、法的情報や商品・サービスなどの商業的情報を提供する必要がある。相談員が解決内

容を提示しないために、当事者の自律性が求められる。このモデルは、法的解決だけでは割り切れな

い当事者の思いも配慮されるために、当事者が法的解決を納得して受け入れることにつながる。また、

事業者が消費者を理解することになれば、公jlﾐな取引の前提となる情報提供が消費者に分かりやすく

なるような商行為の変化をもたらすことも考えられる。

②促進型一拡大的（Facilitative-Broad）

このモデルは、相談員は当事者から引き出した話を重視し、図ｌの当事者の関係的利益やコミュニ

ティの利益を当事者が考慮するような対話を促進し、当事者が解決内容を作り上げることを支援する

モデルである。このモデルの場合、相談員の行動は以下のようになる。

ｉ）相談貝が問題を判断したり、解決案を提示しない。相談者や事業者に圧力をかけることもし

ない。

、）当事者が立場よりも根底にある関心に応じた解決案を提示して、評価するよう支援する。

iii）相談貝は、当事者が法的問題を議論することを認めて、彼らの法的状況を理解するように支

援する。この場合、相談員は、当事者が問題を定義することや、提案を発展させ、評価するこ

とを強調する。従って、そのケースの法的性質を相談員が完全に理解する必要はない。しかし、

相談員は、迅速に法や重要な問題を捉え、その状況に応答できなければならない。

このモデルでは、問題解決に向けた相談貝の介入は小さくなる。消費者紛争は、当事者の感情だけ
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でなく、事業者の法的責任などの法的情報を踏まえた対話が、当事者の納得のいく解決には必要であ

ろうと思われる４０．消費者が法知識を十分に持たず、消費者が法的情報に簡単にアクセスできる状況

にないことを考えると、相談員が情報提供せずに、全ての意思決定を両当事者に委ねることは、消費

者紛争を解決することを難しくする可能性がある。

また、当事者が話し合いを通じて自己変革することを目指すトランスフォーマティブな調停は、当

事者間の関係性を重要視するあまり、エンパワメントと承認に注意を払いすぎる価1ijlがあり、肝心の

問題解決に対する手立てが疎かになってしまうという実戦的弱みをｲ『している（小林、2006)狐。消

費生活センター等における実際の相談では、相談員が促進型の相談を行うとしても、問題解決を目標

とするために、相談貝が当事者に情報提供しながら行うことがほとんどである。

相談員が両当事者に適切な法的情報を提供した上で、当事者の根底にある関心に焦点をあてるよう

に促すことによって、消費者と事業者の双方がエンパワーされ、相瓦に承認を与えるような関係が構

築されれば、当事者が決定した解決は、双方を納得させるものとなると思われる。ただ、法的情報の

提供には、専門的判断が必要とされるために、評価型となる傾向がある。促進型を維持するためには、

法的情報の提供の仕方は、弁護士がクライアントのニーズと向き合い、クライアントが納得しエンパ

ワーされるような応答の過程であるリーガル・カウンセリング毯のような情報提供が求められるであ

ろう。

相談員が、当事者の権利と自律支援を実現する役割を効果的に果たすためには、どのような能力・

スキルが必要なのであろうか。４噺では、相談員の資格試験の内容を難に、朴I談貝が持つべき能力に

ついて検討する。

４．消費生活相談員に必要とされる能力の確保

３章で述べてきた相談貝の役割から、相談員には、①法的問題を考えるための法的知識、②商業的

利益や個人的・職業的・関係的利益を考えるための商品・サービスなど、紛争分野に関する知識、③

当事者の話を十分に聴き、当事者が理解できるように指導したI〕、当事者間の対話を促進するような

コミュニケーション能力が必要であるといえる掴･

行政型ＡＤＲには、これらの能力を身につけた相談員の確保が期待される。ここでは、消費生活相

談員に求められる資格試験の内容を通して、相談員に必要とされる能力の確保について検討したい。

日本において、梢lMl生活相談貝が保持することが望ましい資格には、消劉生活専門相談員、消費生

活アドバイザー、消費生活コンサルタント’１があり、消費生活専門相談貝と消費生橘アドバイザーは、

資格試験が実施されている'3・イギリスでは、消費者紛争の解決を支援するＡＤＲが、当事者のエンバ

ワメントを実現すると理解されており、地方行政の消費者相談機関の中には、メディエーションを行

う機関もある'6。そのため、当蛎者のエンバワメントの実現に貢献するための相談貝の能力の確保を

検討するにはイギリスの制皮が参考になるだろうと考えられる。ここでは、イギリスにおける消費者

相談対応担当者の資格を検討の参考にする。イギリスでは、取引基準会（TradingStandards

lnstitute）が、TSQF(TheTYadillgStandardsQualificationsFramework）に韮づく資格を付与している。

TSQFの枠組みは５段階あるが、ここでは、相談担当者として求められる資格であるDiplomam

consumeraffairsandtradingstandards（DCATS）を取I)上げる'ｱ。
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表１：試験範囲

表ｌは、消費生活専門相談員と消費生活アドバイザーと、CATSの試験範囲を相談員に求められる

能力毎に分類して、示したものである綿。消費生活相談員試験にも消費生活アドバイザー試験にも、

コミュニケーション能力に関するものは少なく、実際のコミュニケーション能力への評価ではなく、

紛争解決の知識を問うものである。相談においてコミュニケーション能力が重要だという認識はある

ものの、この能力は試験科目に組み入れられておらず、実務や研修で身につけるということであろう

か。一方、イギリスでは、助言や解決も試験範囲に含まれる。そこで、消費生活相談員に必要とされ

るコミュニケーション能力を具体化するために、イギリスのＴＳＱＦの試験で課される「助言・解決．

救済」について検討する。試験は、知識に関するものは筆記試験、スキルに関するものは口述試験で

ある。

ＤＱｄ(ＴＳを取得するための前提となる基礎的スキル（PoundationskiIls）には、法の解釈を示すこと、

規制当局の役割の説明、目的を達することへの組織のメカニズム、様々な手段を使用した効果的なコ

ミュニケーション、結果を特徴づける対人関係スキルを使うこと、情報の収集や解釈・情報の提示に

関するテクニックと研究のスキル、効果的な意思決定スキルがある｡これらの評価基準を３章で取り

上げた相談員の役割に応じて求められる能力毎に分類したものが表２である。

次に、「助言、解決、救済」の試験を検討する。試験内容には、実践的助言、交渉、少額訴訟に関

する助言、少額訴訟でのヒアリングのための準備、少額訴訟での主張と弁明のプレゼンテーションに

関する知識やスキルがある。実践的助言では、口頭、電子メール、文書、リーフレットなどを通じて

相談者とコミュニケーションすることを示さなければならない。表３は、実践的助言と交渉の評価基

準を３章で取り上げた相談員の役割を果たすために求められる能力毎に分類して示したものである｡

表３より、実践的助言には、法的問題、当事者の関心への配慮が必要であることがわかる。また、相

談者が望む解決を支援するという視点も評価基準に入っているため、相談者の意思を尊重することも

消費生活専門相談員 消費生活アドバイザー TSQF（ＤＣATS）

①法的専門性 消費者行政に係わる関連法規

消費者問題に係わる基礎的な法

律知識

消費者のための行政，法律知識

法律知識（消費者紛争処理手続

に関する制度）

生活基礎知識（製造物責任と被

害者救済制度）

公正な取引（刑法）

公正な取引（民法）

法定計量

②紛争分野に関

する専門性

消費者問題に係わる一般常識

消費生活に係わる経済知識

消費生活上の商品・サービスに

係わる知識

消費生活相談に携わるにあたつ

ての基礎的知識

消費者問題

消費者のための経済知識

生活基礎知識

法律知識（消費者紛争処理手続

に関する制度）

生活基礎知識（製造物責任と被

害者救済制度）

食品基準

農業基準

動物の健康と保護

消費者信用

知的財産

製品の安全性

助言・解決・救済

③紛争解決の技

術・コミュニ

ケーション能

力

助言・解決・救済

金銭的アドバイス
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表２：基礎的スキル（FoundationskiIIs）の評価基準（ＤＩＰＬＯＭＡＩＮＣＯＮＳＵＭＥＲＡＦＦＡＩＲＳＡＮＤ

ＴＲＡＤＩＮＧＳＴＡＮＤＡＲＤＳＳＫＩＬＬＳＰＯＲＴＦＯＬＩＯ２０08年７月より抜粋）

表３：「助言、解決、救済」の評価基準（DIPLOMAINCONSUMERAFFAIRSANDTRADING

STANDARDSSKILLSPORTFOLIO2008年７月より抜粋）

重要となっているといえる。また、交渉では、相談者に対する法的な説明をすることから、相談員に

は法的知識が必要である。さらに、交渉の特徴や利益やリスクを相談者に説明することは、当事者が

その紛争の解決方法を選択する機会となるために、当事者の主体性を生じさせる｡そして、文書や口

頭での交渉スキルについても評価される。実践的助言においても交渉においても、紛争解決支援の

ゴールは問題解決であることが示されている。

以上のように、イギリスのＴＳＱＦの試験では、法的知識や紛争に関する専門的知識、当事者の主体

①法的専門性 法的問題を解決することへの質問を示せるか。

当事者の権利や義務を特徴づけて助言できるか。

必要な根拠に関する助言をできるか。

問題が残っている際には、当該相談機関以外で扱う法的問題を特徴づけることがで

きたか。

②紛争分野にllQす

る専'１１１性

必要な根拠に関する助言をできるか。

苦情申出文書を作成すること。

'③ｹﾞコミュニケー

ション能力

リスニング・スキルを示せるか。

詳細を聴き取ることができるか。

適した効果的なコミュニケーション・スキルを示したか。

あっせん時のインタビューのための質問を準備すること。

①②③共通 勧めた行動への理KIIを説Iﾘ]できるか。

実践的助言 交渉

①，法的専１１１１性 法律の理解

慣習法

述反を適切に特徴づける。

裁判での証拠やコストや専''１１家の予約に

|ＩＩする法的に必要なものを相談者に説明

する ０

②）紛争分野に|Nす

る専門性

情報を記録する。

相談者が望む解決を支援するために困難

を避ける方法を助言する．

業界団体や規制当局やオンブズマンなど

による紛争解決。

相談者が紛争解決の代替手段を考感する

理由を示す。

交渉の特徴や利益やリスクを相談者に説

IﾘIするｃ

③コミュニケー

ション能力

苦`情申出者の求めるＩ１ｌｉ報の全てを聞きⅢ

す○

効ＩＩＬ的な交渉スキルを示す。

朴|談者の代わI〕に文諜や口頭や論法スキ

ルを示す。

'＠②③共通 適した助言をする。

合理的な問題解決アプローチ。

ＥＵの裁判外紛争解決メカニズムを示す。

交渉が解決をもたらすケースの特徴づけ。

愈図への合理性や偏見のない文書の利用

を示す。
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性への配慮に基づいたコミュニケーション能力が問われていることがわかる。

日本においては…専門的な知識を求めるような試験内容であI〕、イギリスで見られるようなコミュ

ニケーション能力を測る評価雄準は明確ではない。最近では、相談貝のコミュニケーション能力が実

践で培われるよう、国民生活センターが発行する雑誌で聴き取り方法に関する情報提供がなされつつ

ある４，゜けれども、１人の相談貝が11]に多くの相談を扱うことを余儀なくされるような状況であれ

ば、現場の相談貝として従事する1iiに、コミュニケーション能力を確保するような体制も必要ではな

いかと`思われる。

５．おわりに

本稿では、行政型ＡＤＲの手続実施者である消費生活相談貝が行うあっせんによって、消費者と事

業者が指導される結采として公正な取引が実現するということと、１１棚者と蝋業者が自律する結果と

して公正な取引が実現するということを明らかにした。これは、あっせんは、必ずしも消費者の力を

弱めるというわけではなく、逆に消費者の自律性を高めることにもつながるということである。

相談員の役割モデルには、消費者や事業者の状況や紛争内容等によって、相談貝が当事者に法的情

報を提供し、解決案を提示するなど指導的役割を果たす評価型一限定的モデル、相談貝が法情報を提

供するが、問題の定義や解決内容は当事者が決めるように、当小者の対話を促進する促進型一限定的

モデル、当事者が関係性やコミュニティの利益を考慮するように相談貝が指導する評価型一拡大的モ

デル、当事者自身がお互いの恭本的な利益を考慮し、関係改善が促進されるような促進型拡大的モデ

ルがあると考えられる。札|談貝の役割は複合的なものである．さらに、札|談側がどちらかの対応をす

るという別個のものではなく、指導的になり過ぎてうまくいかない場合は当ﾕＩＦ者間の対話を引き出し、

当事者間の対話がうまくいかなければ指導的になるというように、評価型と促進型が連続しているも

のである。相談貝の複合的な役割から生じる複合的な対応は、消費者や事業稗の状況や紛争内容に応

答するものであるために、その対応をする相談貝がそれぞれの役割と効果を認識し、適切に使い分け

ることが必要である。どの場合も、両当事者との十分なコミュニケーション能力が必要とされ、それ

ぞれの能力を高めるスキルも重要となるが、その能力を確保するような試験体制ではなく、相談貝の

経験や研修等から、コミュニケーション能力を身につけていることが現状であろう。

また、相談貝が法的情報を提供することで、指導的になりすぎることを避けるためには、弁護士や

司法書士と連携することが考えられる。現在、相談貝が、電話やファックス、メール等によりいつで

も弁護士に相談できる体制を整備している消費生活センターもある瓢)。評価型一拡大的モデルのよう

に両当事者の関係的利益やコミュニティの利益を配慮して相談員が紛争解決の指導をする場合や、促

進型一限定的モデルのように、当事者に法情報を提供しながら当事者の交渉を促進する場合には、相

談員が行う法情報の提供は、リーガル・カウンセリング機能となるであろう。そのため、相談員には、

メディエーション技法とリーガル・カウンセリング技法を併せ持つことが必要とされるであろうご

さらに、弁護士相談や司法普了了上相談が消費生活センター等に取り入れられているところも多いｃこ

れは、消費者にとって、無料で法律相談を受けられるというメリットがあり、相談貝にとっても法的

情報を得る機会が確保されているというメリットがある。ただ、相談貝が、当事者の支援を目指し、

促進型の相談を行っている際に、弁護士が評価的になった１１説得的になったりすれば、それまでの相

談プロセスと不整合を起こすことになってしまうというリスクも考えられる。このような事態を避け
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るためには、弁護士相談を利用するまでのプロセスを十分に弁護士と相談貝が共有することが重要で

あると思われる。そのためには、弁護士も相談員も、相談の機能と相談員の役割を理解していること

が前提とされる５１.

消費生活相談員が評価型と促進型との異なる機能を複合的に果たすことは、相談員の役割葛藤だけ

なく、当事者の信頼を得ることが難しくなる可能性も考えられる。相談プロセスの中で、相談員がい

かにして複数の役割を使い分けるか、また、法律家や技術的専門家といかに連携するかについては、

今後の研究の課題としたい。

’鈴木深雪「消費者政策消費生活論」第４版、尚学社（2007）は、ｐ14.で、自由に取引をするこ

とができる場合には、一方が納得できなければ契約は成立しないはずである。公正な価格とは、売り

手・買い手双方が満足して、ないし納得して決めた価格であると指摘する。そして、対等な情報に基

づいて対等な立場で判断することができる場合には、自由な経済活動が取引の平等を保障すると述べ

ている。

翅GeoffTeyWOodroffe，RobertLowe（2007)，Ｈ/bocIγqlb“z〔ZLozpelsCo”ｓｚＬｍｅ７ＬｑｚｐｃｍｄＰｍｃｔｉｃｅ

ＳｅＵｅ"t/uJEa1itio〃:LONDONSweet＆MaxweU,ｐ198.では、消費者への十分な情報提供や、市場で消

費者が最適に扱われる方法に関する助言の結果、消費者が市場の基準向上や価格抑制への重要な役割

を果たすと述べられている。

３山本和彦、山田文「ADR仲裁法」日本評論社（2008)、ｐｐ６－ｌＯ、１８－２８．にＡＤＲの定義や、ＡＤＲ

の分類が記述されている。

４相談当初から助言で終わることが明白な相談には、架空請求などがある。

５消費生活センター等では、消費者からの苦情を受けると、まず、①相談者からの事情を聴き取り、相

談者の権利や事業者の義務などに関する情報提供や、自主交渉の進め方や解決手続に関する情報提供

などの助言を行う。その後、自主交渉で合意に至らない場合には、消費生活センター等が相手事業者

に連絡をし、両当事者の状況や希望を伝え、共に合意点を探し、時には消費生活相談員が合意内容を

提案するというあっせんを行う。合意が成立した場合には、この合意内容を履行する強制力はない。

６国民生活センター「消費生活相談員等の意識調査報告書」（2008)、pp23-57、を参照。調査期間

は、2007年11月、回答者数は1,723名。

７中田邦広「契約の内容・履行過程と消費者法」現代消費者法No.４（2009)、pp26-27・は、消費

者像の二極化を指摘する。

ｓ村本武志「実務から見た民法改正と消費者法」現代消費者法No.４（2009)、pp38-45・では、事

業者の不当な勧誘の中で、消費者が合理的に注意を払う行動が取れないことも多いことを指摘し、不

招請勧誘の禁止や、クーリング・オフ制度の拡大を提言している。

，吉田勇「日本社会に対話促進型調停を定着させる二つの試み（－)」熊本法学116号（2009)、ｐ174.

では、対話促進型調停が納得のいく解決に適合的な手続であるといえ、社会的条件の一つとして、市

民社会の成熟化に伴い、紛争当事者には自分で解決したい、自分の納得いく解決を目指したいという

思いが強まっていることが指摘されている。

'０消費者基本計画（2005年４月)、ｐ２．参照。

'’内閣府国民生活局「独立行政法人国民生活センターにおける紛争解決機能の整備・充実について」

（2007年１１月20日)、ｐ､10．参照。
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'２力１１賀山茂「消費#|ﾐ活相談の理念」｜認1氏生活センターjN1談・危害情報部「illjIlH生活相談入liIIマニユア

ルー相談担当者のこころえ－｣、（1990)、pp52-57・参照。

':Ｉ島野康「消費者相談―その実際と役WI1についての一考察」′I､島武司『|]本法制の改革：立法と実務の

肢前線｣、中央大学出版部（2007)、ｐｐ､317-319．参11M・島野は、当時、国民生活センター相談調査

部長であり、国民生活センターの勤務経験から、滴ll1i者相談の実務について検討している。

側国民生活センター相談・危害情報部「消費生活相談人''1マニュアルーホ11談担当者のこころえ－｣、

（1990)、ｐｐ､22-23．参照。

１５人付敦志「消費者法之第３版、有斐|Ⅲ（2007)、ｐｐ､354-356．参照。

'６細川幸一「消費者行政における「Il1立性」概念について－ＡＤＲとしての苦情処理における基本姿勢

の考察一」中京大学社会科学研究所プロジェクト＜↑|ｻﾞ費者問題とi1liMll者被害救済の研究＞編「消費

者問題と消費者保護」社会科学研究艦普1４（2004)、Ｉ)p､75-85.には、il1i費者に軸足を樋いたＡＤＲ

として、国民生活センターを中心としたil2j賢者行政の''二１立性について考察している。細川は、ここで、

’五1民生活センターの相談処理要綱（内部規定）も紹介している。

'７細川（2004)、pP75-85・参照。

'５和}H仁孝「現代における紛争処理ニーズの特質とＡＤＲの機能概念一キュアモデルからケアモデル

ヘー」早｣||吉尚、111111文、渡野亮「ADRの蕊本的視座｣、傭１１１社（2004)、ppl94-l99・を参照。

１，消費者の権利は、消費者基本法２条では、安全が確保される権利、合理的な選択の機会が確保される

権利、必要な情報が提供される権利、教育を受ける権利、意見が消費者政策に反映される権利、被害

から救済される権利の６つの権利が規定されている。

』ｏ守屋明「行政的苦悩処理の実体研究一消費生活センター鵬貝の役割認識を'１１心として－」日本社会学

会編「法の解釈と法社会学｣、有斐|H１（1993)、ppl99-203、を参照。

２１正111彬『消費者問題を学ぶ』第３版、有斐閣（1997)、ｐｐ､308-312.では、消費者相談は、行政が

消費者の立場にたって協力することをとおして、消潤者の権利を守ること、そして、相談担当者の的

確な判断のもと、説得をとおして、当りl著聞の合意、とくに事業者の同意を得て、適正妥当な解決を

図ることを目的とすると述べられている。

型大村（2007)、ｐ､356．参照。

窓林大介「消費者契約法の実効性確保に向けた実務上の課題一消費生活センターにおけるあっせん処理

の視点から－」国民生活研究第47巻第４号（2008)、ｐ34.では、悪質性が高いものや相談者によ

る自主的な交渉が困難なものについては、可能な限りあっせんが行われることが望ましいと述べられ

ている。

３１Bush,RobertABaruch,Folgel;JosephPL（2005)，Ｗｌ(?Ｐ'Ｄｍｆｓｅｑハ)化(lmUZo〃「ｍｈｅｎＴｕ？ｉｓ/bγwmJl”ｅ

Ａｐｐ)℃αc/ＬＪｏＱｍ/llicZ：Jossey-BassPublishers,SanFraJlcisco,ｐｐ､４９－５１．において、コンフリクトに

ある当事者の相互作)|]によって、弱くl:1己完結型となることを指摘し、コンフリクトの深刻化を相互

作用的な悪化として解釈している。

郵力Ⅱ賀１１１（1990)、ｐｐ､54-56．参照。

罰LLRiskinMC(｡licMio〃Ｏ河画ztuZtowls,SlmIt印iesq抑(i7bc/uwlfqiws'（1994）Alternativesl2（９），ｐｐｌｌｌ

－ｌｌ３、LLRiskill,凡eZd1力zgaTzdI庇cplaclilzgtﾉｕｅＧｗｉｄＩＱ/ＭＣ〔ｌｄａｔｏｒＯ)Yemq"o)ts，（2003)Alternatives

２１（４）、ｐｐ､７２－７３．を参照。また、Riskinは、（2003）とRGplucli↑７９Mﾉl1PMbDljcMorO)９k?、qtio〃

０がids,Ａｇｕｉ７ｚ：Ｐ『℃"0sj↑ＺｇｑＷｂ１（Welf'GJ7dsS"SIC))１１'（2005）Alternatives23（８），ｐｐ､127-132.に

おいて、この図に力Ⅱえて、当事者の1:1己決定に関するメデイエーターや参加者（弁護士を含む）の影

騨や時間などから多様なモデルを検討している。
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頭山口由紀子「滴１１１粁取り|をめぐる紛争解決と消費者行政」国民生活研究第40巻鋪４号、国民４k活セ

ンター（2001)、Ｉ〕､３．を参11M゜

割Bush,RoberLA・BarucIl,FolgeriJosephPL（1994).ＴｈｅＰ)℃”saQ/Ｍ⑰乱lα"o'1：RFsPo"d1imloCO?奴jcll

W,↑℃tlgﾉL団"pMwwJc7MwMIﾉ?“〔M'7,”o？z:Jossey-BassPubUshers,SallFra1l〔Bisco,ｐｐ７１－７５、におい

て、問題解決！(リメデイエーションが指導的メディーションとなるlWilllIがあることを指摘している。

鋤SimonRobcrts,Michll〔l11Dalm〔》『（2005),DLS）〕郷ＩＦＰ）わ“sslFHsJADハ(L1l(1Mﾙﾉﾉ’１Ｗ'1Ｗカル1ｏ１ｗｌｓＱ/DPC編i､"

ＭｘﾉＷｇ,Cambl．i〔19(1l1Iliv(PrsilvPr(ＰＳＳ,I)p157-158.を参１１(!。

:joBusll＆Folger（1994),I)I〕､２１１－２１３を参照。

31Ｂｕｓｈ＆Folger（1994),ｐｌ).７１－７５．を参照。

:蓮Bus]1＆PC]ger（1994),ｐ､95、小林久子「分配から承認、そして再統合へ：紛争解決プロセスの重層

性について」「法制研究」第72巻４サノL州大学法政学会（2006)、Ｉ〕､906.を参!!(!。

:邸Ｂｕｓｈ＆Folger（199`l),111).89-95、レビン・小林久子「愛から愛へ：米|通|現代調停理念の誕生と発

展」レビン小林久ｒｉﾘ<・綱モートン・ドイッチ、ピーター．Ｔ・コールマン編「紛争管理論」｜]本加

除出版（2003)、ｐＩ〕､２７２．を参照。

‘’Ｂｕｓｈ＆Folger（1994),I)p５４－５６．を参照。

調ピーター.Ｔ・コールマン「パワーと紛争」レビン小林久子訳・編モートン・ドイッチ、ピーター．

Ｔ・コールマン編『紛jWYiF理論］１本加除出版（2003)、ｐｐ､73-76.を参照。また、GChornellki：

MFflm(l1wUC〔)”"(ノパ'１i〔Ｍ１)isPu(les：唾cﾉz〔mgi?zｇ“PbⅢ)ｅＰＯ１ｗ."ん).“ﾉｊＤｄｌｊｗ・脈tﾉL”ｉ〃JMmynγ【ロナｚｅ

（e（１）侃巴(ﾉ,1W/W7,〃D1i5ﾉﾉ､&((?:TheMediatiollAlterI1ative（1997),CavelI〔lishPllblishing,London,ｐｌ).163-

168.には、ilUjllY杵紛争のメデイエーションでは、iiIjj当珊粁のflIiM1iに雌づく協調的パワー（Power-

witl,）が、１K典であることが指摘されている。

湖Ｂｕｓｈ＆Folg〔)ｒ(2005)，ｐ､14.は、il1jllll者紛争においても、メディエーションは、当事者の自信を強

くし、事業者とil1jlIl打のｌ１Ｉ１の承認を；|き起こすことができ、商取り|やﾙﾘ度の特徴を変容することも示

唆している『，

訂RobcrIs＆Plllm(Pｒ（2005)，Ｉ〕]).］55-]56.において、メデイエーターの介入には、評価型と交渉促進

型があげられている、

識RobertＳ＆ＰallTI(?ｒ(2005)．Ｉ)l〕・'57-158.を参照。

:勘Riskin（1994)．Ｉ)p・ｌｌｌ－ｌｌ３.、Riskill（2003)，ｐｐ､72-73を参照。

狐］吉[I|勇「１１本社会に対iWi促進型調停を定着させる二つの試み（二・鬼)」熊本法学第１１８号（2009)、

ppl93-l96・では、）ｌ１１Ｉ打が納得のいく解決をするためには、法的↑I1i報をふまえた対話ができるこ

とが前提とされると折摘されている二

'’小林久７．（2006)、ｐｐ,905-919.を参照。小林は、ウイン・ウイン・リゾルーションを形成するた

めの話し合いを指す交換１Ｍ論に関係理論を取り込むことを推薦している。

４２中村芳彦．和}１１ｲﾆﾎﾞ「リーガル．カウンセリングの技法』法律文化社（2007）において、リーガル・

カウンセリングに）,Lづくか没｣glii談が検討されている。

⑬ＡＤＲ法においては、手続爽施者のMliえるべき能力として、⑩法的｣』〔I11lYIlH、②紛争分野に関する専門

性、③紛争解決の縦論・技術に関する専門性、という３つの帆ⅡI性があげられる。

州消YY生活コンサルタントは、財団法人日本消費者協会が主ＩｉＭするi1UjYMiiiliコンサルタント養成講座の

修了41：に付与される溢格である

鴨消費生活専|'']相談貝試験は、第一次試験が択一式及び○×式兼記試験と小論文（１０００字以上1200字以

内）で、第２次試験が1m接試験である。消費生活アドバイザーは、第１次試験が択一式及びｏｘ式筆
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記試験で、第２次紙験が小論又（800字職膣）とiiii接試験である。

'６宮ljIilI1]紀代「蛾!|:Ｉ外の消費者紛争解決スキームに側する－考察一イギリスにおける消llll者紛争発生後

の解決過程での消独者のエンバワーメントー」熊本大学社会文化研究７（2009)、ｐｐ・'99-209.を

参照。

ｌ７ＴＳＱＦの枠組みについては、htIp:"www.u･adingstall〔lal･(1行.９０Ｖ・ukliobs‘andc-tsqfcfiTlを参照。

頓ｉｉｌＭｉ生活専門ｲ:１１談の試験については、ＩｌＩ３ｌｐ:"www,kokusG11､gojp/shikakll/O9shiken・htmlを参11(1.燗lMf生

澗アドバイザーの試験については、httI〕:"www.､issanl《y().Orbjp/adv/sikenhIlni.'〕〔]fを参!!(《ｏＴＳＱＦの試

験内容（シラバス）については、httl):"wwwhLradillgstHlll〔lHlr(1s､９０Ｖ.uk/quals/syⅡabusesandregs､clmを参

照ご

'9例えば、国民生活センター発行の月:|:Ⅲ瞳1民41:活では、2009年５月号から地話での聞き取Ｉ)の雑本につ

いて掲救されている。また、平成22ｲ|包皮に行われるiIil民生活センター主{'１１のｷﾄi談圓向け研修には、

「jN1談対応スキルのlrij上のためには」というテーマも艘定きれている。

鋤消illiと４k活290号（2009)、ｐｐ､24-25.に、茨城県梢lIIi生活センターの1lxI)組みが紹介されている。

訓吉１１１塊「日本社会に対話促進型調停を定蒜きせる二つの試み（二．完)」熊本法学第118号（2009)、

ｐｐ､193-199.では、対話促進型ＡＤＲと別の法的情報提供機関との機能的述携システムが提示されて

いる。その際には、法的専門家と非法的聯'1']家のiiIii者が、対話促進型調停の月的と理念を共荷してい

ることが大前提であると指摘されている。
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TheConsumerConsultationonConsuｍｅｒＡＤＲｂｙＰｕｂｌｉｃＡｇｅｎｃｙ：

TheRoleofCounselorsmMediationofConsumerdisputes

fOrFairTTading．

MlYAzoNoYUkiyo

Thispaperdescl･ibesllleroleofcollsumercounsGlorsmlllediatiol1o「collsumerdisputeslroma

conceptoflheADRIncollsumercellters，consumercoulIselorsl〕rovideconslULatiollollconsumer

problems・Theconsultaljoni】UcludesadviceandmediationThecollsumercounselorhasmultipleroles

fOrfairtrading、She/heachievesnotonlythesocialjusticebutalsotheconsumcr，sexerciseofselfL

determination・Ｓｏｓｈｅ/heactsevaluativealld/orlacilitative・TheevaluatjvGcounselorassumesthatthe

consumerwantsandneedsthecounselortoprovidesomedirectionsaslotheappropriategroundsfOr

settlement・Ｔｈｅ[acilitativecounselorassumesthatthecounselordocsnottakeadecisionLheparties

themselveschoosethemeansofresoMl1gthe〔lisputeandplayamol･eactiveroleinthisprocessinsuch

ａｗａｙｔｈｅｙｔｈｅｍｓｅｌｖｅｓｔｏＨＩｌｄｔｈｅｓｏｌutiollbestsuitedtoIhem・Ｓｏｔｈｅ{thcilitativecounselor〔lrawsout

illfOrmationorperspectiveorillfluencefromthepartiesBecausetheEvaluative-FaciliLative/roleofthe

counselorareLhecolltinuum，ｉｔｉｓｉｍｌ〕ortantthatthecounselorullderstalldstheroleofmediatorand

appropliatelyemploytheevaluativeand/orftlcilitativestrategies．


